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1. 概要 

最終更新日 2023 年 11 月 13 日 

プロジェクト名 

NEDO プロジェクト名：ロボット・ドローンが活躍する 

省エネルギー社会の実現プロジェ 

クト 

METI 予算要求名称：ロボット・ドローンが活躍する 

省エネルギー社会の実現プロジェ

クト 

プロジェクト番号 P17004 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

及び METI 担当課 

担当推進部：ロボット・AI 部 

経済産業省担当課：製造産業局 航空機武器宇宙産業課 次世代空モビリティ政策室 

              製造産業局 産業機械課 ロボット政策室 

 

【研究開発項目①、②、③(1)】 

＜プロジェクトマネージャー（PM）＞ 

宮本 和彦 （2017 年 4 月 ～ 2021 年 2 月） 

（アドバイザー2021 年 4 月～2023 年 3 月） 

弓取 修二 （2021 年 3 月 ～ 2021 年 9 月（PM 代行）） 

林  成和 （2022 年 1 月 ～ 2022 年 3 月（PM 代行）） 

梅田 英幸 （2022 年 5 月 ～ 2023 年 3 月（PM 代行）） 

  

＜プロジェクト担当者＞ 

山中 寛幸 （2017 年 4 月 ～ 2018 年 11 月） 

永松 純 （2017 年 4 月 ～ 2021 年 3 月） 

山名 宏昭 （2018 年 10 月 ～ 2020 年 3 月） 

寺島 政博 （2019 年 4 月 ～ 2020 年 3 月） 

中里 亮 （2019 年 4 月 ～ 2020 年 12 月） 

田邉 栄一 （2019 年 10 月 ～ 2019 年 12 月、2022 年 2 月～2022 年 9 月） 

林  修司 （2019 年 10 月 ～ 2019 年 12 月） 

野口 恵古 （2020 年 4 月 ～ 2022 年 3 月） 

大熊 正文 （2020 年 4 月 ～ 2023 年 3 月） 

森  理人 （2020 年 5 月 ～ 2023 年 3 月） 

西村 昌之 （2020 年 12 月 ～ 2023 年 3 月） 

真野 真一郎 （2021 年 4 月 ～ 2023 年 3 月） 

前田 一秀 （2021 年 4 月 ～ 2023 年 3 月） 

若山 哲弥 （2021 年 4 月 ～ 2023 年 3 月） 

 

三浦 辰男 （2021 年 4 月 ～ 2022 年 3 月） 

佐藤 憲二 （2021 年 5 月 ～ 2022 年 3 月） 

田沼 浩行 （2021 年 5 月 ～ 2022 年 3 月） 

岡村 茂則 （2022 年 2 月 ～ 2023 年 3 月） 

平山 紀之 （2022 年 4 月 ～ 2023 年 3 月） 

安生 哲也 （2023 年 2 月 ～ 2023 年 3 月） 

 

【研究開発項目③(2)】 

＜プロジェクトマネージャー（PM）＞ 

和佐田 健二  （2017 年 11 月 ～ 2021 年 10 月（※2019 年 2 月より PM）） 

細谷 克己 （2017 年 10 月 ～ 2023 年 3 月（＊2021 年 11 月より PM）） 

  

＜プロジェクト担当者＞ 

速水 一行 （2017 年 4 月 ～ 2017 年 9 月） 

原  大周 （2017 年 4 月 ～ 2017 年 10 月） 

藤井 祐造 （2017 年 4 月 ～ 2018 年 5 月） 

金子 智幸 （2017 年 4 月 ～ 2018 年 7 月） 

井上 麻里 （2017 年 4 月 ～ 2018 年 9 月） 

石原 拓郎 （2018 年 4 月 ～ 2021 年 10 月） 

飛塚 雄二 （2018 年 10 月 ～ 2021 年 10 月） 

直井 理恵 （2019 年 3 月 ～ 2019 年 12 月） 

神山 和人 （2020 年 5 月 ～ 2022 年 4 月） 
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【研究開発項目④】 
 

弓取 修二 （2021 年 4 月 ～ 2021 年 9 月） 

千田 和也 （2021 年 8 月 ～ 2021 年 10 月） 

土井 浩史 （2022 年 5 月 ～ 2023 年 3 月） 

＜プロジェクトマネージャー（PM）＞ 

森  理人  （2021 年 4 月 ～ 2022 年 3 月） 

  

＜プロジェクト担当者＞ 

若山 哲弥 （2021 年 4 月 ～ 2022 年 3 月） 

三浦 辰男 （2021 年 4 月 ～ 2022 年 3 月） 

佐藤 憲二 （2021 年 5 月 ～ 2022 年 3 月） 

田沼 浩行 （2021 年 5 月 ～ 2022 年 3 月） 

０．事業の概要 

小口輸送の増加や積載率の低下などエネルギー使用の効率化が求められる物流分野や、効果

的かつ効率的な点検を通じた長寿命化による資源のリデュースが喫緊の課題となるインフラ

点検分野において、無人航空機やロボットの活用による省エネルギー化の実現が期待されて

いる。このため、本プロジェクトでは、物流、インフラ点検、災害対応等の分野で活用でき

る無人航空機及びロボットの開発を促進するとともに、社会実装するためのシステム構築及

び飛行試験等を実施する。 

また、技術開発スピードが速く、デファクトが鍵を握るロボットについては、世界の最新技

術動向を日本に集め、日本発のルールで開発競争が加速する手法を推進する。 

加えて、‘空飛ぶクルマ’を活用した社会の実現にむけて、離着陸時等の安全性と効率性を

実現する運航技術の開発などに向けて、先導調査研究を行う。 
１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 

1.1 本事業の位置

付け・意義 

ドローンについては、無人地帯で目視外飛行が可能になり、荷物配送を実施する事業者も登

場したが、他方、老朽化するインフラの点検、市街地の広域巡回警備など、有人地帯での目

視外飛行を可能とする必要性は高まっている。 

2019 年 6 月 5 日に閣議決定された成長戦略実行計画において、有人地帯での目視外飛行の目

標時期を 2022 年度目処とするとされており、小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会

にて設定された「空の産業革命に向けたロードマップ 2020」において、2022 年度以降有人地

帯での目視外飛行の実現にむけた UTMS の社会実装および安全性の高い機体開発について、具

体行程として触れられている。 

ロボットについては、「日本再興戦略」および「ロボット新戦略」において研究開発の促進

および早期社会実装実現のための手段として、競技会や実証実験の有用性について触れられ

ている。 

1.2 アウトカム達

成までの道筋 

本研究開発事業では、４つの研究開発項目を実施する。5 年間の事業期間のうち 2017 年度か

ら 2019 年度の 3 年間を「研究開発フェーズ」として定め、各研究開発項目において要素技術

開発や実証実験の実施等を進め、2020 年度以降は「実用化促進フェーズ」として定め、各研

究開発項目成果の実用化・事業化を目指す。 

また、こうした「研究開発フェーズ」や「実用化促進フェーズ」と併走する形式で、研究開

発項目の一つとして国際標準化の活動を一貫して実施し、将来の実用化・事業化を見据えた

形でプロジェクトを推進する。 
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1.3 知的財産・標

準化戦略 

研究開発成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条の規定等に基づき、原則とし

て、全て委託先に帰属させる。 

標準化戦略として、委託事業で得られた研究開発成果は、研究開発項目③(1)にて標準化等と

の連携を図ることとし、標準化に向けて開発する評価手法の提案、データの提供等を積極的

に行う。また、NEDO として、研究開発成果の国際標準化を戦略的に推進する仕組みを構築

し、併せて、本研究開発終了後の国際標準化活動継続のための仕組みについて検討する。 

２．目標及び達成状況 

 

2.1 アウトカム目

標及び達成見込

み 

【アウトカム目標】 

空撮や農薬散布など従来の無人航空機を活用したビジネスに加え、新たな技術を導入した

物流ビジネスの荷物配送業務や災害対応等に展開するとともに、測量や観測、警備など様々

な分野にも本プロジェクトの成果を繋げていく。 

無人航空機による荷物配送は目視外飛行が前提となり、配送先での離着陸など複雑なプロセ

スを伴うものとなる。今後、無人航空機での荷物配送サービスが開始され、2020 年代頃以降

には、あらかじめ設定されたルートどおりに飛行するだけでなく、衛星測位情報など高精度

な位置情報を利用した運航管理システムや衝突回避等の技術の導入による他の有人航空機や

無人航空機、障害物等を避けながら有人地帯での目視外飛行を本格化させるロードマップ

（小型無人機の利活用と技術開発のロードマップ(2016 年 4 月 28 日小型無人機に係る環境整

備に向けた官民協議会決定)）の実現に寄与する。 

 省エネ効果としては、将来の物流分野やインフラ点検分野での無人航空機活用による省エ

ネ効果および CO2 排出削減効果が見込まれる。 

市場形成としては、物流、インフラ点検、災害対応、警備等分野のロボット市場が 2030 年

には、約 8000 億と推測される中、日本における早期の市場拡大と日本企業の海外市場への参

入により更なる事業拡大に寄与する。 

 

【達成見込み】 

 2022 年 12 月に改正航空法が施行され、有人地帯上空での補助無し目視外飛行（レベル 4）

が制度として開始に至っている。また、直近での市場予測でも市場が伸びることが期待され

ている。本事業においては、レベル４飛行を実現する機体開発などを円滑に進めるために必

要な性能評価手法の開発や、多くのドローンが飛び交うために必要となってくると考えられ

る運航管理技術や衝突回避技術の開発を進めてきており、アウトカム目標の達成に向けて寄

与している。加えて、2022 年度から開始している「次世代空モビリティの社会実装に向けた

実現プロジェクト」において、小口のラストワンマイルドローン物流を促す研究開発事業を

行っており、他政府施策も活用されながら、機体メーカーや実運航を行う事業者の開発投

資、認証取得などが順調に進めば、2030 年のアウトカム目標が達成される見込み。 

 

  研究開発項目 アウトプット目標 達成状況 

 

2.2 アウトプット

目標及び達成

状況 

研究開発項目①「ロ

ボット・ドローン機

体の性能評価基準等

の開発」 

・分野（物流、インフラ点検及び災害対応

分野）における各種ロボット（無 人航空

機、陸上ロボット、水中ロボット等）の

性能評価基準に基づく各種試 験方法等を

福島県のロボットテストフィールド等に

提案する。また、福島ロ ボットテスト

フィールドや福島浜通りロボット実証区

域等を活用し、無人航 空機の目視外及び

第三者上空等での飛行を安全かつ環境に

も配慮して行えるようにするための信頼

○ 
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性及び安全性等の評価手法及び評価基準

を開発する。 

・無人航空機等に省エネルギー性能等を向

上させるための研究開発成果を搭載する

ことで、2 時間以上の長時間飛行や火災

現場等の特殊環境下での連続稼働を実現

する。 

 

 

研究開発項目②「無

人航空機の運航管理

システム及び衝突回

避技術の開発」 

・無人航空機の物流分野等への適応を想定

し、福島県のロボットテストフィールド

等に設置された無線基地局等を介して

10km 以上の目視外試験飛行を実施する。 

・単機による障害物との衝突回避に加え、

無人航空機同士の衝突回避までを想定

し、200km/h 以上の相対速度での衝突回

避システム技術を開発する。 

・無人航空機の飛行経路の風向及び風速等

を含む気象情報や有人機情報等を重畳し

た 3D 可視化マップを開発し、福島県のロ

ボットテストフィールド等での各種飛行

試験に活用する。 

・国内外の関係者を構成員とする委員会を

構成の上、無人航空機の運航管理システ

ムの全体設計、各機能の仕様及び共通 IF

等を策定し、運航管理システムの開発及

び各種試験に反映させる。 

・無人航空機の遠隔識別に必要な通信方式

やセキュリティの検証、通信機器の設計

や関連する要素技術等を開発し、運航管

理システムとの情報共有を実施する。 

 

○ 

 

研究開発項目③「ロ

ボット・ドローンに

関する国際標準化の

推進」 

・本プロジェクトの成果（性能評価基準、

無人航空機の運航管理システムの全体設

計、各機能の仕様及び共通 IF 等）の国際

標準化を獲得するための提案すべき技術

を含む活動計画を国へ提言し、標準化団

体へ引き継ぐ。 

・福島県のロボットテストフィールド等

で、World Robot Summit（日本発のルー

ルに基づいた新たな競技等）を、4 カテ

ゴリー（ものづくり、サービス、インフ

ラ・災害対応、ジュニア）で実施する。

また、World Robot Summit の継続的な実

施に向けた取組や検討を行う。 

 

○ 

 

研究開発項目④「空

飛ぶクルマの先導調

査研究」 

・空飛ぶクルマの発展シナリオを整理の

上、2025 年までの実証計画、及び 2025

年以降の自動・自律飛行、高密度運航に

向けた技術的検証項目の提案を行う。 

○ 

3．マネジメント 

  
プロジェクトリー

ダー 

中央大学 教授 大隅久 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（JAXA） 

研究領域主幹 原田賢哉 

株式会社日刊工業新聞社  

執行役員総合事業本部長（総合事業局次長）イベント事業部長  

林英雄 

玉川大学 教授 岡田浩之 

東北大学 教授 田所諭 

神戸大学 教授 横小路泰義 

カリフォルニア大学サンディエゴ校 准教授 江口愛美 



 

1-5 
 

プ ロ ジ ェ ク ト マ

ネージャー 

【研究開発項目①、②、③(1)】 

宮本 和彦 （2017 年 4 月 ～ 2021 年 2 月） 

弓取 修二 （2021 年 3 月 ～ 2021 年 9 月（PM 代行）） 

林  成和 （2022 年 1 月 ～ 2022 年 3 月（PM 代行）） 

梅田 英幸 （2022 年 5 月 ～ 2023 年 3 月（PM 代行）） 

【研究開発項目③(2)】 

和佐田 健二 （2017 年 11 月 ～ 2021 年 10 月） 

細谷 克己 （2021 年 11 月 ～ 2023 年 3 月） 

【研究開発項目④】 

森  理人  （2021 年 4 月 ～ 2022 年 3 月） 

委託先 

（助成事業の場合

「助成先」とする

など適宜変更） 

（組合が委託先に

含まれる場合は、

その参加企業数及

び参加企業名も記

載） 

＊下線はコンソ代

表 

研究開発項目① 

「ロボット・ドローン機体の性能評価基準等の開発」 

（1）性能評価基準等の研究開発 

1-1)～1-6) 性能評価手法等の研究開発 （委託、2017 年度） 

1-1) 無人航空機等を活用した物流システムの性能評価手法等に関

する研究開発 

・株式会社自律制御システム研究所 

1-2) 無人航空機等を活用したインフラ点検ロボットシステムの性

能評価手法等の研究開発 

・富士通株式会社 

・日本電気株式会社 

・株式会社イクシスリサーチ 

・株式会社エンルート 

・株式会社プロドローン 

1-3) インフラ維持管理等に資する水中ロボットの性能評価手法等

の研究開発 

・パナソニック株式会社 

・朝日航洋株式会社 

・パナソニックシステムソリューションズジャパン株式会社 

1-4) 調査用無人航空機の評価手法の研究開発 

・株式会社ＳＵＢＡＲＵ 

1-5) 陸上移動ロボットの防爆性能評価手法等の研究開発 

・三菱重工業株式会社 

1-6) 各種ロボットの性能評価基準の策定等の研究開発 

・一般財団法人製造科学技術センター 

1-7) 目視外及び第三者上空での飛行に向けた無人航空機の性能評

価基準（委託、2018～2019 年度） 

・国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・株式会社自律制御システム研究所 

・独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究

所 

・国立大学法人東京大学 
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・株式会社プロドローン 

・イームズロボティクス株式会社 

1-8) 無人航空機に求められる安全基準策定のための研究開発（委

託、2020～2022 年度） 

・国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・国立大学法人東京大学 

・独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

・国立大学法人長岡技術科学大学 

・イームズロボティクス株式会社 

・株式会社プロドローン 

・国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

・東京航空計器株式会社 

・本郷飛行機株式会社 

（2）省エネルギー性能等向上のための研究開発 （助成、2017～2019

年度） 

2-1) 特殊環境下における連続稼働等が可能な機体の研究開発 

・株式会社エンルート 

2-2) 長時間作業を実現する燃料電池ドローンの研究開発 

・株式会社プロドローン 

（3）無人航空機のエネルギーマネジメントに関する研究開発 （助

成、2020～2021 年度） 

3-1) 高効率エネルギーマネジメントのための高精度残量計及び高

エネルギー密度電池の開発 

・マクセル株式会社 

・古川電池株式会社 

 

研究開発項目② 

「無人航空機の運航管理システム及び衝突回避技術の開発」 

（1）無人航空機の運航管理システムの開発  

1) 運航管理統合機能の開発 （委託、2017～2019 年度） 

1-1) 安心・安全で効率的な物流等のサービスを実現する運航管理

システムの研究開発 

・日本電気株式会社 

・株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

・株式会社ＮＴＴドコモ 

・楽天株式会社 

・株式会社日立製作所 

2) 運航管理機能の開発（物流及び災害対応等） （委託、2017～

2019 年度） 
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2-1) 警備業務に対応した運航管理機能の研究開発 

・ＫＤＤＩ株式会社 

・Ｔｅｒｒａ Ｄｒｏｎｅ株式会社 

2-2) 複数無線通信網を利用した多用途運航管理機能の開発 

・株式会社日立製作所 

・国立研究開発法人情報通信研究機構 

2-3) 衛星通信を利用するドローンの運航管理システムの開発 

・スカパーＪＳＡＴ株式会社 

3) 準天頂衛星システムを利用した無人航空機の自律的ダイナミッ

ク・リルーティング技術の開発（離島対応） （委託、2017～

2019 年度） 

・株式会社ＳＵＢＡＲＵ 

・日本無線株式会社 

・日本アビオニクス株式会社 

・株式会社自律制御システム研究所 

・三菱電機株式会社 

4) 情報提供機能の開発 （助成、2017～2019 年度） 

4-1) ドローン向け気象情報提供機能の研究開発 

・一般財団法人日本気象協会 

4-2) 無人航空機の安全航行のための空間情報基盤の開発 

・株式会社ゼンリン 

5) 運航管理システムの全体設計に関する研究開発 （委託、2017～

2019 年度） 

・国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 

6) 遠隔からの機体識別に関する研究開発（委託、2020～2021 年

度） 

・日本電気株式会社 

・株式会社日立製作所 

・株式会社ＮＴＴドコモ 

・ＫＤＤＩ株式会社 

・Ｔｅｒｒａ Ｄｒｏｎｅ株式会社 

・株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

・国立研究開発法人情報通信研究機構 

・国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 

・国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 

7) 運航管理統合機能の機能拡張に関する研究開発 （委託、2020～

2021 年度） 

・日本電気株式会社 

・株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 
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・株式会社日立製作所 

・株式会社ウェザーニューズ 

8) 単独長距離飛行を実現する運航管理機能の開発（離島対応）

（委託、2020～2021 年度） 

・株式会社ＳＵＢＡＲＵ 

・日本無線株式会社 

・日本アビオニクス株式会社 

・株式会社自律制御システム研究所 

・マゼランシステムズジャパン株式会社 

9) 地域特性を考慮した情報提供機能に関する研究開発（助成、

2020～2021 年度） 

9-1) 空の道を組み込んだ統合型情報提供機能の実用化 

・株式会社ゼンリン 

9-2) 地域特性に考慮したドローン気象情報提供機能に関する研究

開発 

・一般財団法人日本気象協会 

10) 地域特性・拡張性を考慮した運航管理システムの実証事業（委

託、2020～2021 年度） 

・ＫＤＤＩ株式会社 

・パーソルプロセス&テクノロジー株式会社 

 

（2）無人航空機の衝突回避システムの開発 

1) 非協調式 SAA （助成、2017～2019 年度） 

・日本無線株式会社 

・株式会社ＳＵＢＡＲＵ 

・日本アビオニクス株式会社 

・株式会社自律制御システム研究所 

2) 協調式 SAA （助成、2017～2019 年度） 

2-1) 正確な位置情報を共有するための準天頂衛星対応受信機の研

究開発 

・マゼランシステムズジャパン株式会社 

2-2) 準天頂衛星対応受信機の低消費電力化の研究開発 

・三菱電機株式会社 

3) 衝突回避システムの小型化・低消費電力化 （助成、2020～2021

年度） 

・日本無線株式会社 

・日本アビオニクス株式会社 

・株式会社自律制御システム研究所 
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4) 準天頂衛星システムの小型化・低消費電力化の研究開発 （助

成、2020～2021 年度） 

・マゼランシステムズジャパン株式会社 

 

研究開発項目③「ロボット・ドローンに関する国際標準化の推進」 

（1）デジュール・スタンダード（委託、2017～2022 年度） 

・ＰｗＣコンサルティング合同会社 

（2）デファクト・スタンダード （委託、2017～2022 年度） 

・株式会社日刊工業新聞社 

・国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・国立大学法人神戸大学 

・特定非営利活動法人国際レスキューシステム研究機構 

・学校法人玉川学園玉川大学 

 

研究開発項目④空飛ぶクルマの先導調査研究 （委託、2021 年度） 

（1）海外における空飛ぶクルマの実証事例調査、空飛ぶクルマに関す

るオペレーション体制・事業モデル調査 

・日本航空株式会社 

（2）空飛ぶクルマの社会実装に向けた要素技術調査、空飛ぶクルマに

関する海外制度及び国際標準化の動向調査 

・株式会社三菱総合研究所 

 

 

 

3.2 受益者負担の

考え方 

 

事業費推移 

(会計・勘定別に

NEDO が負担した実

績額（評価実施年

度については予算

額 ） を 記 載 ) 

(単位:百万円) 

 

会計・勘定 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 総額 

エネルギー特別

会計 
3,144 3,180 3,718 3,267 4,994 416 18,719 

うち、開発成

果促進財源 
－ 102 72 500 400 － 1,074 

総 NEDO 負担額 3,144 3,180 3,718 3,267 4,994 416 18,719 

委託 2,627 2,677 3,338 3,076 4,782 416 16,916 

助 成 : 助 成 率
1/2 または 2/3 

517 503 380 191 212 － 1,803 

事業取り消し
などによる返
還 

－ － － 197 － － 197 

3.3 研究開発計画  

 
情勢変化への対

応 

事業全体を通じて、社会情勢の変化、プロジェクトの進捗状況や技術推進委員会の結果を踏

まえ、研究開発テーマの見直しや、新規テーマの導入を随時検討、実施した。 

例えば、新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ、World robot summit（以下、WRS）は

開催年を後ろ倒し、適切な感染症対策および開催形態をバーチャル空間と並行開催として、

2021 年に開催した。その他、「空の移動革命に向けたロードマップ」の公表に伴い、空飛ぶ
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クルマ等の普及において官民が取り組んでいくべき技術開発や制度整備等が整理された背景

を踏まえ、空飛ぶクルマ等次世代エアモビリティに関するテーマを新たに実施した。 

また、改正航空法（2021/6 公布）の 2022/12 までの施行に向けて、国交省航空局による機

体認証関連検討を促進し、連携を図っていくため研究開発項目①の「無人航空機に求められ

る安全基準策定のための研究開発」を期間延長した。同時に、研究開発項目③「ロボット・

ドローンに関する国際標準化の推進」（２）「デファクト・スタンダード」について、WRS

の継続的な実施に向けた運営コミュニティーの再構築、計画立案、競技種目再設定と概略設

計の実施、成果普及の為のセミナーやフォーラムの実施、人材育成プログラムの実施、WRS

成果を中心にした研究者や技術者等のネットワーク構築の為の人的交流事業等の実施をする

ため、1 年事業期間を延長し、事業を推進した。 

なお、研究開発項目①「無人航空機に求められる安全基準策定のための研究開発」（2）

「省エネルギー性能等の向上のための研究開発」2-1）「特殊環境下における連続稼働

等が可能な機体の研究開発」については、不正が生じたため2020年度に交付決定の取り

消しを行い、取り消した補助金については全額返還済みとなっている。 

中間評価結果へ

の対応 

中間評価の「ロボット・ドローン技術は、期待される機能を発揮するための技術開発と、安

全性確保を含めた運航システムの確立が極めて重要であり、国内の公的機関との連携、さら

には国際的な協力が必要である。様々な利用における期待が大きいので、慎重にかつ迅速に

研究開発を進めていただければと思う。」という指摘に対して、評価基準の規格化、技術開

発（長時間飛行、運航管理の機能拡張、衝突回避システム等の小型化）として、委託 4事

業・助成 5 事業を 2020 年度からの研究開発小項目として追加した。また、国交省の改正航空

法施行に向けて、研究開発項目①（①-(1)-8）「無人航空機に求められる安全基準策定のた

めの研究開発」の期間延長も行い、航空局や業界関係者とも連携し、具体的な照明手法の事

例検討などを行った。研究開発項目②（１）10) 地域特性・拡張性を考慮した運航管理シス

テムの実証事業（委託、2020～2021 年度）等においては、国内の多くの方々と連携を図り、

実運用にむけての課題の整理、官民競技会運航管理ＷＧ等への情報提供などをおこなった。 

研究開発項目③（２）について、中間評価結果への「競技会を通じてどのように研究開発

成果を世界のデファクト・スタンダードにつなげようとするのかについてしっかり考えてほ

しい。」という指摘に対して、WRS 災害対応ロボット競技で用いられた STM の評価手法の１

つである Negotiate が、NIST と連携して、2022 年 6 月の ASTM(世界最大の標準化団体) 

E54.09 Robotics 委員会で、規格化の対象として議題に挙げられ、現在 ASTM の規格として再

現性や運用性等の総合的評価が行われている。他の STM についても、NIST との意見交換を継

続している。 

評 価 に 関 す る 

事項 

事前評価 2016 年度実施  担当部 ロボット・ＡＩ部 

中間評価 2019 年度 中間評価実施 

終了時評価 2023 年度 終了時評価実施 

別添  

d

o

投稿論文 「査読付き」12 件、「その他」48 件 

特 許 
出願特許：25 件 うち外国特許：６件 

特記事項：なし 
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k

u 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

●プレス発表：23 件 

・2018年 5月 30日：インフラ点検や災害対応に活用する「ロボット性能評価手順書」を公表 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100962.html 

・2018 年 5 月 30 日：無人航空機の新たな安全評価基準の開発に着手 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100963.html 

・2018年 7月 26日：インフラ点検・災害対応ロボットの普及拡大を目指した人材育成事業に

着手 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101001.html 

・2018 年 12 月 14 日：世界初、無人航空機に搭載した衝突回避システムの探知性能試験を実

施。 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101048.html 

・2019 年 3 月 1 日：同一空域・複数ドローン事業者のための運航管理システムを実証 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101072.html 

・2019 年 4 月 10 日：NEDO と南相馬市がロボット関連人材育成などに関する協力協定を締結 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101100.html 

・2019 年５月 30 日：衛生ドローンによる産学遭難者救助活動の実証実験に成功 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101127.html 

・2019 年 6 月 27 日：無人航空機の遠隔からの機体識別技術などの研究開発に着手 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101143.html 

・2019 年 6 月 28 日：「World Robot Summit 2020」を開催へ 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101148.html 

・2019年 6月 28日：同一空域・複数ドローン事業者のための運航管理システムのAPI仕様書

を公開 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101147.html 

・2019 年 7 月 25 日：世界初、相対速度 100km/h での無人航空機の衝突回避試験を実施 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101167.html 

・2019年 10月 3日：同一空域・複数事業者のドローン運航管理システムとの相互接続試験の

環境を構築 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101208.html 

・2019 年 10 月 30 日：一般のドローン事業者も参画したドローン運航管理システムの相互接

続試験に成功 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101228.html 

・2019 年 12 月 25 日：無人航空機が緊急時でも自律的に危険を回避できる技術を実証 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101257.html 

・2020 年 2 月 12 日：World Robot Summit 2020 アンバサダーにディーン・フジオカさんが就

任 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101284.html 

・2020 年 5 月 29 日：第三者上空飛行のための無人航空機の性能評価手順書を公表 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101313.html 

・2020 年 8 月 7 日：ドローンの社会実装に向けた新たな研究開発に着手 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101343.html 

・2020 年 11 月 17 日：無人航空機を遠隔から識別できるブロードキャスト型通信評価試験を

実施 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101378.html 

・2020 年 11 月 30 日：ドローンの社会実装に向け、複数の地域で実環境に合わせた実証試験

に着手 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101385.html 

・2021 年 4 月 15 日：複数拠点で接続した運航管理統合機能の実証試験に成功 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101420.html 

・2021年 11月 24日：国内最大規模、全国13地域で同時に飛行するドローンの運航管理に成

功 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101494.html 

・2022 年 2 月 24 日：ドローンが安全に飛び交う社会の実現を促進させる研究成果を発表 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101519.html 

2022 年 3 月 31 日：無人航空機を対象としたサイバーセキュリティガイドラインを策定 

https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101529.html 

 

作成時期 2017 年 1 月 作成 
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基本計画に 

関する事項 
変更履歴 

2018 年 2 月 研究開発項目①(１)性能評価基準等の研究開発のうち、項目

の追加及び実施期間変更に伴う改訂 

2019 年 2 月 研究開発項目②(１)無人航空機の運航管理システムの開発の

うち項目の追加及び実施期間変更、研究開発項目③(２)デ

ファクト・スタンダードに係るプロジェクトマネージャー変

更、プロジェクトリーダーの氏名及び所属機関名追記に伴う

改訂 

2020 年 4 月 研究開発項目①(１)性能評価基準等の研究開発のうち項目の

追加及び実施期間変更、研究開発項目①(３)無人航空機のエ

ネルギーマネジメントに関する研究開発の追加、研究開発項

目②(１)無人航空機の運航管理システムの開発のうち項目の

追加及び実施期間変更、研究開発項目②(２)無人航空機の衝

突回避技術の開発のうち項目の追加及び実施期間変更、プロ

ジェクトリーダーの氏名及び所属機関名追記に伴う改訂 

2020 年 4 月 World Robot Summit の開催延期に伴う改訂 

2021 年 4 月 研究開発項目④空飛ぶクルマの先導調査研究を新規研究開発

項目として追加すること等に伴う改訂 

2022 年 1 月 研究開発項目①及び PRISM 予算執行のための期間延長等に

伴う改訂 

2022 年 2 月 研究開発項目③(２)の内容追加および期間延長等に伴う改訂 


